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1．背景 

日本は 1960 年頃の「大量生産・大量消費・大

量廃棄」型の社会から脱却し、循環型社会の形成

を推進するため、2000 年に循環型社会形成推進

基本法が制定され、循環型社会へ移行しつつある。 

 社会の変化により、我が国の最終処分場の残余

容量は 9666 万 m3、残余年数は 23.4 年（2021 年）

である。しかし、新たな最終処分場の建設、設置

は、地域住民からの反対や土地の確保の観点から

困難である。そのため埋立処理をする廃棄物を少

しでも削減、再資源化する必要がある。埋立物中

でも不燃破砕残渣は性質上、再資源化が困難であ

る。 

2．目的 

不燃破砕残渣とは粗大ごみや不燃物として回

収された廃棄物から、金属等の資源を回収後、細

かく破砕されたものである。不燃破砕残渣のほと

んどは最終処分場に運ばれ埋め立てられている。

そのため、不燃破砕残渣に着目し、コンクリート

利用を目的とした特性調査、安全性評価、に関し

た試験を行った。 

3．試料及び実験項目、方法 

3.1 実験試料 

 令和 5 年度 9 月 6 日、令和 6 年度 10 月 18 日に

八王子市戸吹クリーンセンターより採取した不

燃破砕残渣を風乾後、使用した。 

3.2 実験項目 

 実験として、組成分析、溶出試験（pH の影響）、

含有量試験を実施した。 

3.3 実験方法 

 1．組成分析 

試料約 1kg を目開き 16mm、9.5mm、4.75mm、

2mm、1mm、0.5mm のステンレス製篩を用いて、

篩振とう機で振幅 40、30 分間篩分けを 3 度行っ

た。その後各粒径ごとに秤量し質量を求めた。 

2．溶出試験 

粒径 0.5mm 以下、0.5～1.0mm、1.0～2.0mm、2.0

～4.75mm のものを今回は使用した。500mL のポ

リ容器に試料 20g と純水 200mL(環境庁告示 46 号

法準拠)またはコンクリート内を想定した pH12 の

Ca(OH)₂水溶液 200mL を入れ、それを各粒径ごと

3個ずつ用意した。平行振とう機で毎分約150回、

振とう幅 4～5 ㎝で 6 時間平行振とうした。0.45μm

メンブレンフィルターで吸引ろ過した後、pH、EC、

ORP を測定した。その後金属前処理を行い、原子

吸光光度計を用いて、Ca、K、Na、Mg 及び Pb、

Cd(ファーネス分析)の各濃度を測定した。 

3．含有量試験 

試料は溶出試験と同様の粒径のものを使用し

た。試料を 1g 量り取り、100mL ビーカーへ量り

取った試料を入れた。それを各試料 3 個ずつ作成

した。硝酸(1.38)5mL と塩酸 10mL を入れてビー

カーに時計皿を乗せ、蓋をし、ホットプレートを

使い、150℃で赤褐色のガスが発生しなくなり溶

液が薄い黄色になるまで加熱した。液量が減少次

第、様子を見ながら硝酸(1.38)を 5mL ずつ加えた。

有機物が分解し終わった後、塩酸を揮散させるた

めに時計皿を取り、純水 30mL 加え、100℃でさ

らに 3 時間加熱した。放冷後、50mL メスフラス

コにいれ、メスアップした。その後 0.45µm メン

ブレンフィルターで吸引ろ過をし、ポリ容器に移

し冷蔵保存し分析を行った。原子吸光光度計を使

用し、Ca、K、Na、Mg、Pb、Cd を測定した。 

4．結果と考察 

 次の図 1 に、組成分析にて試料を粒径ごとに分

けた粒径分布を示す。 

 

 



図 1 令和 6 年度試料粒径分布 

 この結果から令和 6 年度試料には 2.0～4.75mm

のものが最も多く含まれている。9.5mm 以上のも

のは検出されなかった。令和 5 年度試料でも同様

な結果が得られている。コンクリートの細骨材に

利用できるものは 5.0mm 以下のものであるため、

4.75mm 以下のものを利用できた場合約 80%の不

燃破砕残渣を削減できると考えられる。 

 次の図 2 に溶出試験で測定した pH を示す。 

 

図 2 純水と pH で粒径別に測定した pH 

純水ではそれぞれの粒径で大きな変化は見られ

なかったが、pH12 の溶液中で粒径が小さいほど

pH が下がる傾向が確認された。特に粒径 0.5mm

以下の不燃破砕残渣には pH12の溶液と反応し pH

を大きく下げてしまう。コンクリートは pH12 よ

りも低いと、強度が弱くなる。そのため、pH が最

も低い 0.5mm 以下のものはコンクリートの製造

時に使用できない可能性が考えられる。 

 次の図 3.4 に溶出試験で測定した Ca、K、Na、

Mg、Pb、Cd のうち、pH12 の Ca(OH)₂水溶液で

行った溶出試験の Pb と Cd の結果の比較として

環境土壌基準を示す。 

図 3  粒径別 Pb 濃度（pH12, Ca(OH)₂溶液） 

図 4  粒径別 Cd 濃度（pH12, Ca(OH)₂溶液） 

コンクリート内を想定した pH12 の Ca(OH)₂水

溶液では Cd 濃度は基準値 10µg/L 以内であるが、

Pb 濃度は基準値 10µg/L を 0.5mm 以下、1.0～

2.0mm、2.0～4.75mm で上回ってしまっている

ものがある。しかし試料質量が少ないため、ばら

つきが大きい。平均値を取ると、基準値を下回っ

ているため、使用できる可能性が考えられる。ま

た、濃度が高いケースの原因も今後究明する必要

がある。 
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